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モビリティサービス提供実施委託業務  

企画提案募集要領 

 

１ 業務名 

モビリティサービス提供実施委託業務 

 

２ 業務目的 

 名古屋市昭和区鶴舞にあるスタートアップ支援拠点「STATION Ai」を起点とした

モビリティサービスの提供。 

 

３ 業務の内容 

（１）モビリティサービス提供計画の策定 

県が提示する下記表「実施ポイント」に沿った形で、運行計画を策定すること。 

運行計画を策定するにあたっては、現行の法制度（道路交通法、道路運送車両法 

等）を遵守すること。 

〔実施ポイント〕 

実施場所 ・名古屋市内 

運行者 ・本業務受託者 

運行期間 ・令和７年９月１日から令和８年３月 31 日の間で、準備期

間、運行開始日及び運行終了日を設定すること。ただし、実

際の運行開始日については、県と協議を行うこと。（現時点に

おいて納車日は未定。） 

・運行日時は毎週月曜日から金曜日までの５日間（祝日、年

末年始（12 月 29 日から１月３日）除く）の午前８時から午

後６時までを基本とし、県と協議の上、ニーズに応じた運行

ダイヤとすること。 

※実際の業務は県が提供する車両の納車日から開始となる

ため、上記で設定した日数が減ずることとなった場合、その

日数に応じて契約金額を減額する。 

運行車両 ・県が提供する EV 車両。（車両の長さ：約５ｍ） 

※手動運転を想定。 

※定員約 20 名・座席８席（ドライバー含む） 

※車両は本業務で使用するために新たに納車されるもの 

であり、別途指定される納車場所から、受託者の車両保管 

場所まで受託者の費用負担にて移動させること。 

・事業用ナンバー（貸切バス）にて運行すること。 

経路 ①基本経路 

・名古屋駅周辺から STATION Ai の間の公道を走行し、一日

あたり６往復以上運行すること。 
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※名古屋駅周辺の発着場を確保すること。 

※STATION Ai の発着場は STATION Ai 東側駐車場を想定。 

②実証事業経路 

・県は別途、本 EV 車両を用いてスタートアップ等との実証

実験を行う予定（最大で３社×各１ヶ月以内を想定）である

ため、実証期間中は各実証実験内容に応じ、①基本経路の中

断・減便等を含め、名古屋市全域、一日当たり最大 140km 以

内での運行をすること。 

また、①②ともに県と協議の上、運行経路を定めること。 

なお、運行経路を変更する場合も県と協議を行うこと。 

その他 ・利用者及び運行者にとって、利便性の高い乗車予約システ

ム（既存システム可）を導入すること。 

・乗客へのアンケート調査等を行い、運行の改善等に努める

こと。 

・発着場にポスターを掲示する等利用者の利便性を高めるこ

と。掲示にあたっては、下記の自動運転運行事業との連携も

図ること。 

・スタートアップ等との実証実験の計画実施やスタートアッ

プ関連イベント等に協力すること。例：運行経路の変更・運

行ダイヤの変更・実施中の運休、発着場の追加に関する提案

等 

・県の自動運転運行事業との調整を行って実施すること。（運

行経路、運行ダイヤの調整等） 

・利用者からは運賃を徴収しないこと。 

・本 EV 車両の車両保管場所を用意すること。ただし、本 EV

車両の充電にあたり、STATION Ai 併設の充電設備を使用して

もよい。（充電費用は本委託費に含める。） 

・県の依頼する試乗対応、スタートアップ等との実証実験の

情報発信に協力すること。 

 ※「公道」とは、道路交通法（昭和 35 年６月法律第 105 号）第２条第１項で規定す

る「道路」の通称として用いている。 

 

（２）モビリティサービス提供の実施 

（１）で選定したルートにおいて、想定する運行形態（運行便数・運行経路・ 

発着場等）を明らかにした上で運行を通じて実施すること。 

運行の実施に際しては、関係法令、関係官庁の指導に準拠すること。 

（３）運行に係る成果報告書・運行日誌（様式任意）の作成及び報告 

運行を通じて得た課題や対応策、運行実績について取りまとめること。 

 
 



3 
 

４ 委託業務に当たっての留意点 

（１）委託事業の開始から終了までの間、本事業を総括する責任者を１名配置し、事 

業実施方法や進捗状況の確認等、事業の円滑な実施のために、定期的に県と連絡 

調整を行うこと。 

（２）受託者は、成果物の著作物（著作権法第 27 条及び第 28 条に規定する権利を含 

む。以下同じ）を県に無償で譲渡するものとし、著作者人格権を行使しないもの 

とすること。また、著作権関係の紛争が生じた場合、一切受託者の責任において 

処理すること。 

（３）納入される成果物について、第三者が権利を有する著作物が含まれる場合には、 

受託者は、当該既存著作物等の使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に関 

わる一切の手続きを行うこと。 

（４）採用された企画の実行に当たっては、県と受託者の協議の上で内容を変更する 

ことがある。 

（５）受託者は、賠償能力の確保がされた任意保険に加入するなどして、適切な賠償 

能力を確保すること。加入にあたっては、加入内容を県と協議すること。 

（６）運行にあたって、事故が発生した場合は速やかに県に報告すること。また、各種 

法令に従い、救助活動や関係機関への報告を行うこと。 

（７）本業務に係る会計実地検査等が行われる場合は協力すること。 

（８）受託者は、事業完了後５年間、本委託業務に係る会計帳簿及び証拠書類を県の 

求めに応じていつでも閲覧に供することができるよう保存しなければならない。 

（９）本委託業務は、国の新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）を 

活用して実施することから、同交付金の交付要綱等に基づき適正に処理しなけれ

ばならない。また、業務完了後は業務完了届のほか、速やかに実績報告書及び県が

求める資料を提出しなければならない。 

（10）その他 

ア 実施にあたって、関係法令に沿い、関係機関との調整を適正に行うこと。 

イ 広報、取材への対応を適正に行うこと。 

 

５ 契約条件 

（１） 委託契約限度額 

26,923,841 円（消費税および地方消費税を含む。） 

（２） 契約保証金 

愛知県財務規則第 129 条の２により、契約金額の 100 分の 10 以上の金額とする

（あるいは、同規則第 129 条の３第３号の規定に基づき全額を免除する。）。 

（３） 契約期間 

契約締結日から令和８年３月 31 日（火）までとする。 

（４） 委託費の支払条件 

事業終了後の精算払いとする。 

（５） その他 

企画提案に基づく積算額は契約時に至って同じ条件の下で、その額を超えるこ 
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とは認められない。なお、提案内容等を勘案して委託費を決定するため、委託契 

約額が積算額と同じになるとは限らない。 

 

６ 応募資格 

  応募の資格者は、次の要件の全てを満たすものとする。 

（１）令和６・７年度の入札参加資格者名簿に登載され、以下の営業種目分類に該当 

する者であること。 

大分類「03.役務の提供等」、中分類「13.旅客業」、小分類「04.バス運行業務」 

（２）企画提案書の提出期限において愛知県指名停止取扱要領に基づく指名停止を受 

けていないこと。 

（３）地方自治法施行令第 167 条の４第１項に該当しないこと。 

（４）愛知県税及び国税に未納がないこと。 

（５）「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成 24 年６ 

月 29 日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）及び「愛知県が行う調達契約

からの暴力団排除に関する事務取扱要領」に基づく排除措置を受けていないこと。 

 

７ 応募に関する問合せ 

  質問がある場合は、令和７年６月 18 日（水）17 時までに電子メールにより連絡す 

ること。 

  問合せは、電子メール（startup@pref.aichi.lg.jp）によること。 

  （件名は「モビリティサービス提供実施委託業務に関する問合せ」とする。） 

  なお、質問に対する回答は、スタートアップ推進課の Web ページに６月 20 日（金） 

を目途に掲載する。 

※ 企画提案書の具体的な記載方法、記載内容及び評価基準に係る質問については、

公平性の確保及び公正な選考を行うため受け付けない。 

 

８ 応募手続等 

（１）企画提案書の提出 

応募者は、下記に示す書類を作成し、提出すること。ただし、必要がある場合は 

補足資料の提出を求めることがある。 

 ア 提出書類 

（ア）企画提案参加申込書 ８部 

・別添様式１のとおり 

（イ）企画提案書 ８部 

・別添様式２から６のとおり 

（ウ）社会的価値の実現に資する取組に関する申告書・添付書類 １部 

・別添様式７のとおり ※該当がない場合は提出不要。 

（エ）添付書類 １部 

・会社パンフレット等会社の概要が分かる資料 

・定款 

mailto:startup@pref.aichi.lg.jp
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 イ 提出方法 

    持参又は郵送（配達証明に限る）、若しくは宅配便（手渡ししたことが証明さ 

れるものに限る）のいずれかとする。 

 ウ 提出期限 

    令和７年６月 25 日（水）17 時 

 エ 提出先 

   〒460-8501 名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 

   愛知県経済産業局革新事業創造部スタートアップ推進課拠点推進グループ 

   （担当：亀井） 

   メール startup@pref.aichi.lg.jp 

（２）企画提案書類作成上の注意 

 ア 用紙サイズは、Ａ４縦（横書き、要ページ番号）とする。ただし、イメージ図な 

どを記載する場合、Ａ３判の用紙をＡ４判サイズに折りたたみ挿入することは  

可とする。 

 イ 必要に応じて、図表・絵等を用いて分かりやすく記載の上、左上をホチキス等 

で１か所とめる。 

 ウ 企画提案は１事業者１案とする（複数の事業体で事業を実施する場合は１共同 

体あたり１案とし、事業実施における責任の所在を明確にしていること。）。 

 エ 提出期限後の問い合わせ、書類の追加・修正には原則として応じない。 

 

９ 企画提案内容（提案項目等） 

  企画提案書には、次の（１）から（４）の内容について記述すること。 

（１）事業に関する企画等 

ア 運行計画の策定 

      当要領「３業務の内容（１）モビリティサービス提供計画の策定」の内容に 

沿って計画内容を記述すること。ただし、「運行経路」については「①基本経

路」についての運行計画のみで構わない。（「②実証事業経路」についての計画

は別途県から協議するため記載不要。） 

イ 事業実施体制及び役割分担 

  本事業を実施するための組織体制を詳細に記載すること。また、本事業遂 

行に当たる総括責任者以下の役割分担やスタッフの過去の業務経歴を記載す 

ること。 

ウ 工程計画 

  定期運行の計画的な実施に向け、委託期間全体のスケジュールを記載する 

こと。 

エ 付加提案 

  本事業を更に効果的に実施するために必要となる事項につき、記載するこ 

と。（実証実験に使用可能な発着場の提案等） 

（２）経費見積書 

事業の実施に係る見積額を内訳がわかるように項目ごとに記述すること。 

mailto:startup@pref.aichi.lg.jp
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また、「愛知県知事」宛てとすること。 

（３）事業の受託実績 

過去に受託した類似事業に係る実績を記述すること（補助事業を除く。）。 

なお、記載項目は、受託した事業の概要、受託時期、実施規模、委託者、事業金 

額、受託した業務の具体的な内容等を記述すること。 

（４）社会的価値の実現に資する取組に関する申告書及び添付書類 

 

１０ 提案の審査・選定等 

（１）選定委員会の設置 

企画競争の審査を公正に行い、契約の相手方となる候補者及び次点者を選考す 

るため、県が設置する選定委員会において審査を行い選定する。 

（２）審査方法 

提出された企画提案書を始めとする書類（以下「提案書」という。）について、 

形式審査を行った後、選定委員会において選定する。 

ただし、提案が３件を超える場合は、委員会での審査に先立ち、書面による予備 

審査を行う（選定委員会と同様の基準にて審査）。 

審査は非公開とし、審査の経過等に関する問い合わせには応じない。 

 

【委員会における審査】 

 審査は、提案書に基づく書面審査及びプレゼンテーションにより行う。プレ

ゼンテーションは１者 15 分程度、説明終了後に質疑応答を 10 分程度行う。 

 

（３）主な選定基準 

項目 主な内容 

運行計画の策

定 

・具体的な事業スキーム、運行経路、運行計画が設定されて

いるか。①基本経路は６往復以上で可能な限り多く設定され

ているか。 

事業実施体制

及び役割分担 

・定期運行に係る技術・専門的知識等を有するなど適切であ

るか。 

工程計画 ・委託期間全体のスケジュールは無理なく設定しているか。 

付加提案 ・当事業の効果を高める提案がなされているか。 

費用対効果 ・経費の見積もりは適切か。 

社会的取組 社会的価値の実現に資する取組等 

・IS014001、エコアクション 21、KES、エコステージのいず

れかの環境マネジメントシステム認証の有無 

・障害者法定雇用率の達成の有無 

・あいち女性の輝きカンパニー認証の有無 

・女性の活躍促進宣言提出の有無  等 
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（４）審査結果の通知 

審査結果は、令和７年 7 月上旬（予定）目途に全提案者に文書で通知する。 

なお、審査結果は愛知県情報公開条例に基づく開示請求があった場合には開示 

の対象となるが、委員会は非公開のため、審査の経過等に関する問い合わせには 

応じられない。 

（５）契約 

候補者と県は、企画提案の内容を基にして、業務の履行に必要な具体的な履行 

条件等の協議、調整を行い、協議等が整った上で契約を締結する。 

ただし、協議等が整わない場合は次点者が改めて県と協議等を行うこととする。 

なお、選定された候補者の委託業務の実施に際し、企画提案の内容をそのまま 

実施することを約束するものではない。 

 

１１ スケジュール（予定） 

 ・ ６月 18 日（水）      質問の締切 

 ・ ６月 25 日（水）    企画提案の締切 

 ・ ６月下旬～７月上旬  選定委員会開催（事業者決定） 

 ・ ７月上旬          契約締結、委託業務開始 

 

１２ その他 

（１）企画提案に要する全ての費用は提案者の負担とする。なお、提案された企画提 

案書は返却しない。 

（２）企画提案書提出後に辞退する場合は、辞退理由等を記載した辞退届（様式自由） 

を提出すること。 

（３）次の各号に該当した場合、企画提案書は失格になる場合がある。 

  ア 提出書類に明らかな不備があった場合、虚偽の内容が含まれていた場合、若 

しくは指示事項に違反した場合 

  イ 県職員又は当該企画競争関係者に対して、当該企画競争に関わる不正な接触 

の事実が認められた場合 

  ウ この応募に参加した者が業務委託に係る競争入札等参加停止を受けることと 

なった場合 

（４）応募及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通 

貨とする。 

（５）この要領に定めるもののほか、選定実施にかかる必要な事項は、県が定める。 

 

１３ 連絡・問合せ先 

   〒460-8501 名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 

   愛知県経済産業局革新事業創造部スタートアップ推進課拠点推進グループ 

   （担当：亀井） 

   メール startup@pref.aichi.lg.jp 
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